第２号様式（第２条関係）受付印

	

年　　　月　　　日


県税事務所長　宛て
	申請者
	所在地
	

	
	
	法人名
	

	
	
	代表者氏名
	

	
	
	法人番号
	

	
	
	この申請に応答する者の氏名
	
	電話番号
	

	
	
	事業の種類
	

	法人の事業税の不均一課税申請書
三重県半島振興対策実施地域における県税の特例措置に関する条例第３条の規定により、次のとおり申請します。

	不均一課税を受けようとする事業年度
	年　　　月　　　日から
年　　　月　　　日まで
	申告納付
期限
	　　年　　月　　日

	設備を事業の用に供した日
	年　　月　　日

	主たる事業が電気供給業、ガス供給業又は倉庫業の場合
	新設又は増設した設備に係る
固定資産の価額　　　　　　　　　　　イ
	円

	
	本県内に有する事務所又は事
業所の固定資産の価額　　　　　　　　ロ
	円

	主たる事業が上記以外の場合
	新設又は増設した設備に係る
従業者の数　　　　　　　　　　　　　ハ
	人

	
	本県内に有する事務所又は事
業所の従業者の数　　　　　　　　　　ニ
	人

	区分
	課税標準Ａ
	　又は
　　Ｂ
	設備に係る課税標準
（Ａ×Ｂ）Ｃ
	税率Ｄ
	税額
（Ｃ×Ｄ）
	軽減税額

	所得金額
	年　　　万円以下の金額
　　　　　　　　①
	
	
	円
	[bookmark: _GoBack]
	円
ホ
	（ホ－ヘ）円

	
	
	
	
	
	
	
ヘ
	

	
	年　　　万円を超え
年　　　万円以下の
金額　　　　　　②
	
	
	
	
	
ト
	（ト－チ）

	
	
	
	
	
	
	
チ
	

	
	年　　万円を超える金額
　　　　　　　　③
	
	
	
	
	
リ
	（リ－ヌ）

	
	
	
	
	
	
	
ヌ
	

	
	計

①+②+③
	
	
	
	
	（ホ+ト+ﾘ）
ル
	（ル－オ）

ヨ

	
	
	
	
	
	
	（ヘ+ﾁ+ﾇ）
オ
	

	
	軽減税率不適用
法人の金額
	
	
	
	
	
ワ
	（ワ－カ）


タ

	
	
	
	
	
	
	
カ
	

	既に軽減の確定した当期分の税額　　　　　　レ
	円

	この申請により軽減を受けようとする税額
（ヨ又はタ）－レ
	円



注１「課税標準Ａ」欄は、事業税の申告書の課税標準欄より、それぞれ該当する金額を転記すること。
２「税率Ｄ」欄の上段には、三重県県税条例第43条（平成20年10月１日以後に開始する各事業年度に係る法人の事業税については、同条例附則第14条の２の２の規定により読み替えて適用される同条例第43条）に規定する税率を記載し、下段には、不均一課税による税率を記載すること。
３　この申請書は、課税地の県税事務所長に対し、２部提出すること。
